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若者のひどい働き方
つくったのは

非正規雇用が若者の2人に1
人へと急増したのは、歴代の
自公政権が、財界いいなりで
労働者派遣法などの法律を
つぎつぎ改悪してきたから。

自民、民主は、財界（日本経団連）に政策レポートをだし、点数をつけてもら
い、25億円（05年）もの献金をもらっており、財界にものがいえない。 企業献金は一円ももらわない。

いま、〝格差是正〟をいうが、
派遣労働の原則自由化（99年）
など、自公政権の法改悪に賛
成してきた。

安い給料で、不安定な働き方
を強いる非正規雇用を増やす
法改悪に反対。偽装請負など
の違法にストップかけてきた。

庶民増税を
すすめるのは

〝大企業に減税、庶民に増税〟
を推進。07年「骨太方針」には
消費税増税も。住民税アップ
を言いだした公明は「増税戦
犯」（「東京」04年12月16日付）と。

「消費税の増税は避けること
はできない」（幹事長）。自公政権
の大企業減税に賛成。

〝庶民に増税、大企業に減税〟
という逆立ちをただす。若者
に重い負担の消費税増税に反
対。

「戦争をする国づくり」
をめざしているのは

安倍首相は、アメリカと肩を
並べ戦争するため、〝自分の
内閣で憲法改正〟〝参院選の
争点に〟と公言。公明も歩調
をあわせ、「3年後めどに加憲
案をまとめる」。

〝憲法は争点でない〟という
のは、主張が〝9条をかえて、海
外で武力行使できるように〟
（05年「憲法提言」）と、自民と変わら
ないから。

戦争のない世界へ、憲法9条
をまもりぬく。改憲反対の国
民多数の世論づくりへ、「9条
の会」など草の根でガンバル。
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若者応援 日本共産党はコレをやります

最低賃金1
000円（時

給）以上に

非正規の権
利を守り、

正社員をふ
やします

〝最低賃
金673円

、平均賃金
の32％〟

は世界最
低レベル。

〝同じ仕事
なら、非正

規でも同じ
待遇〟が

世界の流
れ。正社員

の異常な
長時間労

働の是正
も切実だ

。

学費を値下
げ、

返済不要の
奨学金を

つくります
〝学費は

無償に〟と
いう国連

の約束を
認めてい

ない国は
、日本、ルワ

ンダ、マダ
ガスカル

の3つ。

ヨーロッパ
では0～

2万円があ
たりまえ、

奨学

金も返す必
要のない「

給付制」だ
。

「子どもの
医療費無料

化」　

国の制度に
給料が安

くて、結婚
も、出産・

子育ても
ままなら

ない。

全国の自
治体に広

がった子ど
もの医療

費無料化
を、こ

んどは国
の制度に

。

国保１人1
万円下げま

す

住民税増税
分は返させ

ます

「消費税1
0％」はもち

ろん反対　
国民健康保

険

払いたくて
も払えず、

病気にな
っても医者

にいけな
い―

若者の国
保滞納が

ふえている
。１万円引

き下げは
、いますぐ

実現させ
よう。

ゆきすぎた大企業優遇を
あらためます
若者を安い給料で「使いすて」にし、史上空前の
もうけをあげる大企業に大減税とは、あまりに
不公平だ。

聖域扱いの
ムダづかいをなくします
ソ連がなくなって16年たつ今も、ソ連とたた
かうための戦車（3000億円）をつくり続ける。
軍需企業の要求だからって、ムダづかいにも
ほどがある。

働く

学費

子育て

家賃補助を
国・自治体

で

家賃が高
く、〝ネッ

トカフェ難
民〟はひと

ごとじゃな
い。イギリ

ス

は家賃補
助に２兆

４千億円
、フランス

は１兆８千
億円※。大

切な

税金はこ
んなところ

に使ってほ
しい。

※社会資
本整備審

議会配布
資料（05

年5月30
日）

国保
税金

小泉・安倍内閣の6年で

減税

増税

日本の最
低賃金は

サイテー

日本

アメリカ

イギリス

フランス

610～71
9円

（平均67
3円）

7.25ドル

5.35ポン
ド

8.27ユー
ロ

円
換
算

893円

1323円

1379円

住まい

���兆円
庶民への大増税

���兆円
大企業・大資産家への減税

サービス残
業代

852億円
払わせた

国会で28
0回以上も

とりあげ、
国も重い

腰を

あげた。こ
れを力に

声をあげ
、支払いが

広が

り、牛丼「す
き家」のア

ルバイト１
万人にも。

トヨタ、キ
ヤノンなど

大企業が
若者を「使

いす

て」に。国
会で追及

し、厚生労
働省が「通

達」。

是正がはじ
まっている

。

偽装請負は
正社員に

若者と力
をあわせ

て実現

今年5月、「
人間らし

く働きた

い」と若者
3300人

が集まった

集会であ
いさつする

日本共産

党・志位和
夫委員長

中を見
てね
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ヨーロッパ
では

0～2万円

初年度納
付金　出

所：文部
科学省「教

育指標の
国際比較

」（2006
年版）
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